



【１】調査の目的
府内の公立小・中学校における児童・生徒の学力及び生活等の実態や指導上の課題について調査研究し、府の教育施策の改善に資する。また、各学校においては指導の工夫改善に活用する。
【２】調査対象

全小学校第６学年727校（61,122人）
全中学校第３学年334校（53,038人）

【３】調査内容

· 学力実態調査
　　小学校第６学年・・・国語・算数（意識調査を含む）　　　　 各45分

　　中学校第３学年・・・国語・数学・英語（意識調査を含む）　各50分

· 生活に関するアンケート調査（学力実態調査と同一日に実施）

【４】調査期間

平成18年４月10日～５月10日までの間に、市町村ごとに実施日を設定
【５】調査のスキーム




大阪府学力等実態調査抽出校（児童生徒支援加配配置校を除いている）に、児童生徒支援加配配置校の中から、一定数を加えて、調査対象として分析を行っている。
小学校（99校8,058人　13.2％）　中学校（66校9,559人　18.0％）
【６】 平成15年度・平成18年度　大阪府学力等実態調査の比較

平成15年度調査は、学習指導要領の内容を網羅する意図から、Ａ・Ｂ・Ｃの３調査をそれぞれ異なる調査対象者（抽出）に実施した。平成18年度調査は、府内全小・中学校を対象としたことから、平成15年度調査の問題を基本に、一部修正・新規追加し、１種類の問題とした。



【７】本書の見方

① 問題数

今回調査の問題作成に当たっては、前回調査の問題を基本に、一部変更や新規の問題を付加する中で、小学校においてはおよそ25問、中学校においてはおよそ30問を目安に作成した。
問題の中には、１つの問題が複数の領域や観点に位置付けられているものもあり、領域別の問題数の合計や、評価の観点別の問題数の合計が必ず教科の総問題数と一致するとは限らない。

②経年比較
経年比較を行う際には、全く変更を行っていない前回調査時に使用した同一問題の範囲内において比較を行うことにした。

教科全体の経年比較や領域別、評価の観点別、難易度別、回答形式別それぞれの経年比較においても同様である。

③有意差

前回調査と同一問題の範囲内における経年比較では、「前回を有意に上回る」「前回とほぼ同じ」「前回を有意に下回る」という分類を行っている。「有意」とは、前回調査時の正答率を±５％超える場合に使用した。


④学力分布（ヒストグラム）
横軸はポイント（得点）、縦軸は児童・生徒の割合を示しており、教科の各ポイントに位置する児童・生徒の割合を棒グラフで表したもの。　
ポイントとは、教科の得点を指すが、原則１問１点である。ただし、部分配点を与える問題については、完全正答を２点又は３点に設定しており、各教科の問題数と総ポイント数が必ず一致するものではない。

⑤レーダーチャート
中心から放射状に評価項目軸を伸ばし、そこに刻まれた正答率の目盛りを結んだもので、 描かれたラインの凹凸で、課題となる項目や成果が現れている項目が一目でわかる。
一般には、中心から外側に出ていればいるほど正答率が高く優れており、内側に入っていればいるほど正答率が低く劣っている状況を表す。項目軸は、領域、評価の観点、難易度で構成されているが、教科ごとに領域の数や評価の観点の数が異なるため、項目軸の数は教科によって異なる。

⑥難易度

難易度は、「易しい」「普通」「難しい」の３段階に分類し、前回調査時の実正答率を規準に、以下のように定めた。

　　　　 

※（　）内の数は、有効回答者数








大阪府学力等実態調査


抽出調査





調査対象：


小学校（103校8,810人）　　　　　　　　


中学校（67校11,423人）


調査内容：


上記調査内容、及び


保護者調査・学校調査














児童生徒支援加配配置校


学力等実態調査





数学　29問（9,081人）





国語　29問（9,042人）





数学　75問（6,551人）


Ａ調査　26問（3,251人）


Ｂ調査　25問（1,679人）　


Ｃ調査　24問（1,601人）








英語　81問（6,551人）


Ａ調査　27問（3,251人）


Ｂ調査　27問（1,679人）　


Ｃ調査　27問（1,601人）








国語　57問（6,551人）


Ａ調査　21問（3,251人）


Ｂ調査　18問（1,679人）　


Ｃ調査　18問（1,601人）








中学校の問題設計





算数　65問（6,853人）


Ａ調査　23問（3,422人）


Ｂ調査　20問（1,864人）　


Ｃ調査　22問（1,567人）








国語　48問（6,853人）


Ａ調査　15問（3,422人）


Ｂ調査　15問（1,864人）　


Ｃ調査　18問（1,567人）








小学校の問題設計





目的











府内の公立小・中学校における児童・生徒の学力及び生活等の実態や指導上の課題について調査研究し、府の教育施策の改善に資する。


また、各学校においては指導の工夫改善に活用する。














小・中学校における児童・生徒の学力等の実態や指導上の課題並びに完全学校週５日制のもとにおける児童・生徒の土・日曜日を含めた家庭や地域での過ごし方の実態や指導上の課題について調査研究し、今後の府の教育施策の改善に資する。


　








平成18年度




































































易しい　　前回調査時の実正答率が80％以上であったもの、及びそれに準じると推測される一部変


更問題、新規問題


普　通　　前回調査時の実正答率が50％以上80％未満であったもの、及びそれに準じると推測され


る一部変更問題、新規問題


難しい　　前回調査時の実正答率が50％未満であったもの、及びそれに準じると推測される一部変


更問題、新規問題





前回を有意に上回る		今回の正答率が前回調査時の正答率を５％以上上回った場合　　


前回とほぼ同じ		今回の正答率が前回調査時の正答率と比較して＋５％未満、－５％未満の範囲にある場合


前回を有意に下回る	今回の正答率が前回調査時の正答率を５％以上下回った場合




















目的





平成15年度












































※（　）内の数は、有効回答者数





第１章 学力等実態調査の概要





調査対象：


小学校（83校6,867人）　　　　　　　　


中学校（51校7,811人）


調査内容：


上記調査内容、及び


保護者調査・学校調査














一定数





英語　30問（9,077人）





中学校の問題設計














算数　23問（7,816人）





国語　24問（7,813人）





小学校の問題設計





一部修正


一部新規追加





一部修正


一部新規追加





一部修正


一部新規追加





一部修正


一部新規追加





一部修正


一部新規追加
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